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西村証券 企業調査情報                2025/12/22 

［金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第26号：加入協会…日本証券業協会］ 

京写（コード 6837） 
◆各決算期の中間期業績推移(連結) 

決算期 売上高 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

23.3 11,751 213 5.1 0.0 854 ▲279 49 4,203 

24.3 12,130 631 20.0 0.0 667 ▲520 ▲1,080 4,428 

25.3 12,808 665 18.7 0.0 821 ▲453 ▲188 5,317 

26.3 12,351  338  7.4 0.0 867 ▲622 ▲402 4,784 

◆通期業績推移(連結)（26.3 予は会社側発表値） 

決算期 売上高 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

23.3 24,462 671 ▲33.8 3.0 1,502 ▲1,324 1,470 5,091 

24.3 24,580 1,080 41.9 10.0 2,377 ▲769 ▲2,236 4,740 

25.3 26,229 1,277 42.4 11.0 1,666 ▲736 ▲761 5,273 

26.3予 24,000 700 15.1 5.0 － － － － 

 （CF＝ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ。現金及び現金同等物は各期末値。▲はマイナス。単位は百万円、円） 

自動車向けなどが軟調に推移、26/3期の業績見通しを下方修正 
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26 年 3 月期の中間期は、売上全体の約 40％

を占める自動車向けにおいて、高付加価値の金

属基板が海外で伸長したものの全般的に国内

外で受注の低迷が続き、その影響を受けて両面

配線板が減収となったことなどから、前年同期

に比べて売上高が 4％減となった。 

利益面では、販売価格適正化やコスト改善へ

の取り組みで国内での損失が縮小したものの、

減収の影響とインドネシアでの増産に向けた

設備増強のための稼働調整を実施した海外で

減益となり、営業利益は 49％減となった。 

キャッシュ・フロー（以下、CF）において、

現金及び現金同等物の当中間期末残高は 48 億

円（前年同期末比 10％減）に減ったものの高水

準を維持。営業活動 CF は減価償却費 6 億円（前

年同期比 3％増）、仕入債務の増加額 4 億円

（86％増）などから 9 億円の収入（6％増）に。

投資活動 CF は有形固定資産の取得による支出

などにより 6 億円の支出（37％増）に。財務活

動 CF は配当金の支払額 2 億円（10％増）、長

期借入金の返済による支出 3 億円（16％減）の

ほか、前年同期の長期借入れによる収入 2 億円

が当期は無かったことなどから 4 億円の支出

（114％増）となった。 

今中間期は自動車向けの軟調などで減収減益に 

 

CFで中間期末の現金及び同等物残高は高水準 
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西村証券 企業調査速報 

本レポートは、会社側が発表した決算短信や決算説明資料などに基づき作成しており、証券投資の

参考となる情報の提供を目的としたもので、証券の売買を勧誘する目的で作成したものではありま

せん。株式の売買取引には、約定代金に対して手数料が必要となります。また、株式は、株価の変

動により損失が生じる恐れがあります。投資に関する最終決定は、投資家ご自身の判断でなさいま

すようお願い致します。本レポートは各種データに基づいて作成していますが、その正確性・完全

性を全面的に保証するものではありませんので、予めご了承下さい。なお、本レポートの著作権は

西村証券に帰属しており、電子的・機械的などの方法を問わず、無断で本レポートを引用または複

製、転送することを禁じます。 

 

この中間期の売上高において、製品別では、高

付加価値の金属基板が 9 億円（22％増）に伸び、

家電向けに堅調だった片面配線板が 49 億円

（1％減）と健闘した一方、自動車向けで苦戦し

た両面配線板が 49 億円（10％減）に減少した。 

用途別（実装関連を除く）では、家電向けが 25

億円（11％増）に伸び、売上構成比率も 20％（前

年同期は 18％）に上昇。これに対し、自動車の

生産低迷が響いて自動車向けが 52 億円（10％

減）に減少し、売上構成比率も 42％（前年同期

は 45％）に低下した。 

地域別では、日本が売上高 52 億円（3％増）、

営業損失 0.6 億円（前年同期は 0.9 億円）と改善

傾向にあるのに対し、主力の中国が売上高 65 億

円（9％減）、営業利益 4 億円（26％減）に、ベ

トナムも価格競争などで売上高 20 億円（11％

減）、営業利益 0.4 億円（79％減）に落ち込んだ。

増産に向けた稼働調整でインドネシアも売上高

13 億円（6％減）、営業損失 1 億円（前年同期は

収支均衡）と赤字に転落した。 

26 年 3 月期の通期見通しについては、国内外

においてプリント配線板事業の受注で主力の自

動車関連分野の低迷が見込まれ、売上高が期初

予想の 270 億円（前期比 3％増）から 240 億円

（9％減）に下方修正された。また、国内では自

動車関連分野の受注低迷、新規に立ち上げてい

る金属基板事業での費用増、原材料及び製造経

費の高騰が長期化。海外においてもアセアン、

北米での減収や、上半期のインドネシアの増産

に向けた設備増強に伴う稼働調整の影響によ

り、営業利益が期初予想の 16 億円（25％増）か

ら 7 億円（45％減）に下方修正されている。 

製品別で両面板、用途別で自動車向けが減収に 

今期通期見通しは期初予想から一転、減収減益に 
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